令和５年度（2023年度）
介護関係職員医療連携支援事業の実績報告に係る留意事項
１　実施報告書の作成について
（１）指令文により交付決定を行った補助対象事業の実施内容及び事業に要した経費等については、所定の様式により作成してください。（※ 事業が中止となった場合も提出は必要です。）
（２）経費については、領収書等の挙証資料に基づき、各事業所において作成している当該事業の出納整理簿に基づき精算してください。

２　作成上の留意事項

（１）補助事業等実績報告書（保福第１の２８号様式）

　　①　完了年月日は、事業が全て完了した日としてください。
②　振込先銀行等の名称及び口座番号は、交付申請時に提出された「口座振替申出書」
と同じ口座してください。

　　なお、都合により申し出の口座を変更する場合は、変更後の口座について再度「口
座振替申出書」を作成し、提出してください。
（２）事業実績書（保福第１の３号様式）

①　事業実績書は、事業実施による成果を具体的に記載してください。
（例：実施前は〇件だったものが実施後は〇件に減少（増加）した、課題だった〇〇が研修を実施したことにより向上（変化・強化・解決）した、など）
また、事業計画書で記載した効果の一部を修正するだけの実績書の作成はしないでください。（例：（計画書）～できる/する→（実績書）～できた/した）
　　②　実施した研修会の資料等を添付してください。
（３）補助金等精算書（保福第１の３０号様式）

　　①　「計画」には交付申請（または変更申請）時の内容を記載してください。
　　②　「実施」には、事業実施後の内容（精算額）を記載してください。
　　　※　事業着手前に支出した経費は補助対象外となります。
　　　※　対象事業所の職員以外の参加者の資料代等は補助対象外となります。
（４）事業精算書（保福第１の３１号様式）

①　事業に要した経費の収支について、費目別（項目別）に記載してください。
　　②　日付、法人名、代表者職氏名及び代表印の押印の漏れがないか確認してください。
　　③　「支出未済額」欄に記載がある場合は、対象となる支出に係る債権者の住所、氏

名及び金額を「備考」欄（または別紙）に記載してください。
（５）補助対象事業に係る研修会の出席者名簿
　①　出席者名簿の様式は任意です。
②　備考欄等に、事業の対象者（事業実施要綱３の実施主体の施設・事業所の職員）か、対象外の出席者かがわかるように記載をしてください。

（６）補助対象事業に関する帳簿（出納整理簿）及び領収証等の写し

　　①　補助対象事業に要する経費については、他の事業経費と明確に区分するための帳簿（出納整理簿）を備えること、また、経費支出の際は、その証拠書類となる領収証等を受領の上保管することとしていますので、それらの写しを添付してください。

　②　証拠書類が整備されていない場合は、補助対象として認められない場合があります。
　③　（３）、（４）の精算書の額と一致するよう、領収書等の写し、精算書、按分調書等を揃えて提出してください。
３　補助事業の変更及び廃止について
    補助金の交付決定を受けた後、補助対象経費の額が交付申請時の補助対象経費の額の10分の１を超えて増減する場合は、事前に補助事業の変更承認申請書を提出し、知事の承認を受けなければなりません。該当することとなった場合は、その旨担当者あて連絡ください。
　　また、事業を中止及び廃止（事業費がゼロになる場合）は、別途「廃止承認申請書」の提出が必要ですので、当課へ連絡願います。
　
４　提出期限（厳守）
実績報告書は、補助事業完了の日から３０日以内にご提出ください。
ただし、令和６年３月12日以降に事業が完了する場合は、令和６年４月10日（水）までにご提出ください。
５　提出方法及び提出先

（１）提出方法
期限までに実績報告書一式（補助事業等実績報告書（保福第１の２８号様式）及び事業精算書（保福第１の３１号様式）については要押印）を電子データで送付するとともに、原本を郵送または持参してください。

６　その他　
（１）実績報告書の提出後、実施内容の確認のため、追加書類の提出や支払内容や単価等を照会する場合があります。また、内容確認には時間を要することがあります。
（２）補助金は精算払です。
実績報告書の確認終了後、交付額の確定通知を行い、その後申し出の口座へ順次入金手続を行います。そのため、通知から入金までは時間がかかりますので、御承知ください。
（３）本事業に関する帳簿や証拠書類は、事業完了後５年間保存する必要があります。事業の実施証明となり得る書類や領収証等の整理・保管に十分留意してください。
（４）補助金にかかる消費税等仕入控除税額の報告について
　　　消費税法においては、事業実施（売上）によって生じる消費税等の支払いについて、確定申告の際に消費税の納税額から控除できる制度（仕入控除税額）があります。
このため、補助事業者の確定申告の内容によっては、道が交付した補助金の返還が
生じる場合があることから、確認のため、全ての補助事業者に対し道が定めた様式に
より報告を求めることとしています
参考　補助金の算定方法
　　補助金の算定は、「補助基準額」、「補助対象経費の実支出額」、「総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額」の３つの額を比較しもっとも少ない額を選定することになります。








提出先 　　　　　〒060-8588


札幌市中央区北３条西６丁目（道庁本庁舎６階）


　　　　　　　　　 北海道保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課


　　　　　　　　　　潟沼　宛て





(2) 補助対象経費


の実支出額





(3) 「総事業費」から


「寄付金その他収入」を


控除した額





(1) 補助基準額


（内示額）





＜補助基本額＞


(１)、(２)、(３)のうち最も少ない額を選定する





補助率をかける(本事業は10/10以内)





＜補助基本額＞の千円未満を切り捨てる
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